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財務面での取り組み
キャピタルアロケーション
　当社は、カーボンニュートラル社会の実現に貢献するた
めJ-POWER“BLUE MISSION 2050” の3つの取り組み

（CO2フリー電源の拡大、電源のゼロエミッション化、電力
ネットワーク）を進めています。これらの取り組みに向け
て2030年度までに戦略投資として7,000億円を投じ、会
社全体のトランジションを行います。
　これらの成長投資に関しては、プロジェクトごとに厳格
な審査を行い財務的なリターン確保を目指します。また、
トランジション期間中の収支を下支えする火力発電所を
はじめとした既設設備は、安定運転、市況のリスク管理、
DXの導入によって、実力利益を着実に積み上げることで
更なる利益貢献が期待できます。
　資金調達面では、カーボンニュートラル社会の実現に向
けて整備されつつある各種枠組みを活用し、資本コストの
低減を図ります。加えて資産・権益は、アセットの特性を
考慮して一部・全部売却並びに再投資を行い、資本効率を
意識したポートフォリオ管理を実施していきます。
　これらの収益性向上に向けた施策と事業ポートフォリ
オのトランジションを、現在導入検討中のROICで評価す
ることにより、持続的な企業価値向上を図ります。

ROIC等による財務規律の管理

実力利益の着実な積み上げ
2022年度は火力発電所の計画外停止低減の取り組み、小売事業者向け販売等のリスク管理強化の取り組みを加速させ、収益性の向上を図りました。

2022年度
発電事業粗利＊3

＋240億円
（対前年比）

再生可能エネルギーの販売収入増

火力発電所の計画外停止の減少

市場取引での粗利改善、燃料収支等

火力発電所
・設備の総診断
・原因究明・水平展開機能強化
・スマート運転・保守への移行
・人財育成

販売
・売買ポジションの管理強化
・販売に応じた燃料価格のヘッジ

火力発電所の
安定稼働

マーケットリスクへの
耐性向上

＊1 J-POWER送変電の取り組みです。　＊2 今後入札に参加し落札できれば、戦略投資として計上します。　＊3国内電気事業収益（水力・火力・風力・その他）から燃料費等を差し引いたもの

Cash In Cash Out

実力利益の着実な積み上げ 事業からの収入 成長投資

戦略投資
2023-2030年度：7,000億円
● 再生可能エネルギー
● 佐久間周波数変換所増強プロジェクト＊1

● NEXUS佐久間
● GENESIS松島
● 上記の他、西日本地域での大規模CCSなど
一般海域洋上風力＊2

大間原子力建設プロジェクト

トランジションへ向けた 
資金調達手段の多様化 資金調達 更新投資 安定供給を維持するための投資

「よりょく」の創出を目指すDXへの投資

資本効率の改善を意識した
アセットマネジメント 資産の売却 株主還元

短期的な利益変動要因を除いて連結配当性向
30％を目安に安定的かつ継続的な還元充実に努
める

※上記図はキャピタルアロケーションの概念図であり、各項目の資金規模を示すものではありません。
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財務面での取り組み

＊1グリーンファイナンスは、グリーンプロジェクトとしての適格性が確認された場合に限る
＊2 Sustainability Performance Targetの略で、KPIに関して達成すべき目標

特定使途での調達

トランジションへ向けた資金調達手段の多様化
　カーボンニュートラル社会へのトランジションに向けた資金調達の新たな枠組みとして、「グリーン／トランジション・ファイナンス・フレームワーク」を策定しました。
この枠組みは、第三者評価機関であるDNVビジネス・アシュアランス・ジャパン（株）より、各種ファイナンス基準への適格性についての評価を受けています。

グリーン／トランジション・ファイナンス＊1　 
資金使途特定型

水素発電 水素製造 再エネ 原子力 安定化 増強 休廃止 低炭素化

CO2フリー 
水素エネルギー

CO2フリー発電 電力ネットワーク 国内石炭火力

KPI CO2排出削減量

SPT＊2 CO2排出量削減目標

トランジション・ファイナンス　 
資金使途不特定型

借入条件とSPT＊2が連動

トランジションに 
向けた投資等

貸付者貸付者

フレームワーク活用例

トランジション・リンク・ローン
借入額 300億円
借入期間 5年間
貸付人 国内金融機関（協調融資）

（2023年2月28日実行）使途に応じた投資等（以下は資金使途候補）

資本効率の改善を意識したアセットマネジメント
　資産の長期保有のみならず、資産の売却と売却資金を基にした新規プロジェクトへの再投資など適宜事業ポートフォリオの入れ替えを行い、資本効率の改善に取り組んでいます。ま
た、資本効率を把握し改善策を講じていくため、ROIC導入を検討しています。

開発 → 一部売却・操業 開発 → 全部売却 開発・操業 → 撤退

米国ジャクソン火力発電所
•  開発したガス火力発電所の一部権益を売却し、 

開発者利益を獲得
•  一部売却後も操業に主体的に関与

米国ウォートン地点
•   開発を仕上げた太陽光発電所の持分権益の全て

を売却し、開発者利益を獲得

国内3火力（市原、新港、糸魚川）ほか
•   設備の経年化や競争力を踏まえ、第三者に

権益譲渡して撤退

当社 当社第三者 第三者当社 当社

資産 資産資産 資産資産 資産

一部売却 全部売却

パートナー パートナー

持分売却 持分売却

開発

再投資 売却
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